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論 文 内 容 要 旨          
 巨大地震による大空間構造物の崩壊挙動について明らかにされつつあるが，それらは構造部材のみで構成された構造
物を対象とした研究である。また，建築物の許容応力度設計や保有水平耐力計算などでは構造部材のみを対象としてい
るが，写真1のような空間構造物において構造部材には母屋や屋根折板等の非構造部材が取り付く。 
構造部材と非構造部材の接合部の剛性や強度が不十分な場合，地震外力を受けることで局部的な座屈変形を引き起こ
し，構造部材が予期しない挙動を示すことも考えられる。さらに，非構造部材の補剛効果で構造部材である主梁の耐力
が設計耐力より大きくなり，梁と柱の耐力のバランスが崩れ，柱が崩壊することで架構全体の倒壊を引き起こす可能性
も考えられる。このように非構造部材にもある一定の安全性が要求されるが，現行の耐震設計法では非構造部材の影響
について考慮されておらず，建築物の耐震設計時の解析モデルと地震時の実挙動が異なるため，建築物の正確な地震応
答や耐震性能を把握することは難しい。構造部材に取りつく非構造部材の補剛効果も考慮されれば，より実構造物に近
い耐震性能が明らかになる。 
近年，空間構造物に対する需要の増加に伴い，経済的な理由から主梁にH形鋼が多く用いられている。H形鋼梁の梁
長が長い場合，曲げモーメントを受けることで，梁の捩れを伴い面外曲げ変形を生じ，梁は横座屈（横倒れ座屈）を引
き起こす可能性がある。現行の設計法では小梁などのつなぎ梁(補剛材)を圧縮応力が生じる上フランジに取り付け補剛
することで横座屈を効果的に抑制している。しかし，梁に作用する外力の組み合わせによっては，下フランジに圧縮応
力が生じ，上フランジ補剛した場合でも，下フランジで水平変形が生じ，横座屈する危険性がある。上フランジ補剛に
おいて，下フランジの横座屈変形を拘束するためには，水平方向のみでなく，捩れを拘束する必要がある。一方で，非
構造部材が梁の上フランジに取り付くとき，構造部材である梁と非構造部材の接合部が十分に剛接合されていれば，構
造部材であるH形鋼梁の横座屈に対する補剛効果が期待できる。 
本論文では，勾配曲げモーメントを受け
る上フランジ補剛 H 形鋼梁の横座屈荷重
に及ぼす非構造部材の補剛効果を明らか
にし，横座屈性能について検討することを
目的とする。本論文の構成としては，第 1
章で研究背景，既往の研究，研究目的につ
いて述べている。第二章から第五章は以下
の手順で上フランジ補剛された H 形鋼梁
非構造部材
H形鋼梁(構造部材)
 
写真１ 実際の空間構造物の例 
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の横座屈性能を把握した。 
1) 非構造部材による水平方向及び回転方向の拘束効果を考慮したH形鋼梁の弾性横座屈荷重式を誘導し，弾性固有値
解析により弾性横座屈荷重式の有効性を検証する。 
2) 非構造部材の補剛位置及び補剛剛性が勾配曲げモーメントを受ける H 形鋼梁の弾性横座屈荷重に及ぼす影響を把
握する。 
3) 非構造部材を補剛材として活用するために補剛材に要求される水平補剛剛性及び回転補剛剛性を提示し，要求性能
を満たさない範囲についても非構造部材によるH形鋼梁の横座屈拘束効果を把握する。 
4) 弾塑性大変形解析によりH形鋼梁の弾塑性横座屈性状を把握する。そして，弾性横座屈荷重式を一般化細長比に適
用した，鋼構造限界状態設計指針・同解説 1)における座屈曲線を用いて，弾塑性座屈耐力の座屈設計式への適用を
検討する。 
第六章では本研究で得られた結論をまとめている。 
以下に各章の位置付け及び主な結論を示す。 
第二章，第三章では，基本的な横座屈性状の把握を目的とし，等曲げモーメントを受ける上フランジ補剛 H 形鋼梁
の横座屈性能を把握した。その際，第二章では図1(a)のように補剛位置が部材中央に取り付く場合，第三章では図1(b)
のように母屋のように材長方向に複数の非構造部材を設ける場合もしくは屋根折板のように材長方向に連続補剛され
た場合を対象とした。現行の設計指針において規定されていない上フランジで引張側フランジ補剛となる場合を対象と
し，梁の横座屈荷重に対する水平及び回転補剛効果を把握した。さらに，横補剛材として活用されている小梁が主梁（H
形鋼梁）に直交する場合，小梁は主梁のスティフナを介してボルト接合されている場合が多い。一方で，上フランジに
取り付く母屋を横補剛材とすれば，補剛位置にスティフナが有るとは限らない。スティフナを設けない場合には補剛点
を基点として回転変形を拘束することで H 形鋼梁はウェブ変形を伴った横座屈変形を生じる。そこで，第二章の部材
中央での一点補剛の場合には補剛位置にスティフナを設けることでウェブ変形の影響について明らかにした。一方で，
第三章の連続補剛の場合には補剛位置でスティフナを設ける場合，設置箇所が複数となり施工が煩雑となることから，
ウェブ変形が生じる場合についてのみ対象とした。 
等曲げモーメントを受け，上フランジ補剛されたH形
鋼梁の弾性座屈荷重式をエネルギー法による変分原理
により算定した。その際，2種類の荷重条件を対象とし，
図2のように上フランジに引張応力領域が広く分布する
場合(左端の曲げモーメントが反時計回り)をType A，上
フランジに圧縮応力領域が広く分布する場合(左端の曲
げモーメントが時計回り)をType Bとした。Type Aは屋
根面が風荷重による吹き上げを受けることで，下フラン
ジに大きな圧縮応力が生じる場合を想定した。 
次に，有限要素法による弾性固有値解析を行い，エ
ネルギー法を用いて誘導した横座屈荷重式の有効性を
明らかにした。さらに，上フランジ補剛による横座屈
荷重の上昇，補剛材による拘束度による横座屈荷重の
相違を明らかにし，補剛位置で座屈変形が完全拘束と
la
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なるために要求される必要補剛剛性を提示した。その際，現行の設計指針において横座屈変形を拘束するための要求値
と前述の必要補剛剛性の比較を行うと同時に，既存の空間構造物（体育館など）で使用されている非構造部材の補剛剛
性を算出した。その結果，非構造部材の補剛剛性は本論文で算出した必要補剛剛性の要求値を満たさない場合もあり，
実構造物では非構造部材の水平方向の支持条件が完全な固定とはならず，梁の横座屈変形に対して十分に水平抵抗でき
ないときや，並列に配列した主梁が同時に横座屈するとき，梁の横座屈に対する非構造部材の水平方向の拘束効果が低
下するため，必ずしも補剛箇所での水平変形が十分に拘束されるとは限らない。ただし，非構造部材の剛性が補剛材に
要求される剛性を持たなくても，非構造部材により，ある程度の拘束効果が期待できる。そこで，実構造物から算定し
た水平剛性と回転剛性の値を満たさない範囲について検討した。次に，弾塑性大変形解析を行い，必要補剛剛性を満た
す範囲と満たさない範囲における横座屈性状の相違，補剛材の水平・回転補剛剛性の組み合わせによる弾塑性横座屈性
状の相違を把握した。さらに，算定した弾性横座屈荷重式を用いた修正一般化細長比を提案し，修正一般化細長比を適
用した現行の設計指針の横座屈耐力曲線により弾塑性横座屈耐力を評価した。 
第四章，第五章では，より現実的な荷重条件を想定し，勾配曲げモーメントを受ける上フランジ補剛 H 形鋼梁の横
座屈性能を把握した。その際，第四章では補剛位置をパラメータとし補剛位置 z と材長 l の比が z/l=0.2~0.5 を，第五章
では材長方向に複数の補剛材を設ける場合もしくは屋根折板のように材長方向に連続補剛されば場合を対象とした。さ
らに，勾配曲げモーメント受ける場合，等曲げモーメントの場合と異なり，曲げモーメントが材軸方向の関数となり，
弾性横座屈荷重式が煩雑となる。そこで，第二章，第三章で誘導した弾性横座屈荷重式及び設計指針 1) のモーメント
勾配係数を参考にし，簡便な手法を用いて近似的に勾配曲げモーメントを受ける上フランジ補剛された H 形鋼梁の弾
性横座屈荷重式を誘導した。その際，①補剛効果やモーメント勾配効果を力学的項目（梁の曲げ剛性，ねじり剛性，補
剛剛性など）の関係を明確にする，②補剛効果をできるだけ高い精度で評価することを目的とした。 
第四章では梁の横座屈を圧縮フランジの曲げ座屈として捉え，材軸方向に変化する軸力勾配を受ける圧縮補剛部材の
弾性曲げ座屈荷重式を誘導し，この式より補剛位置，補剛剛性の影響を考慮した軸力勾配係数を求めた。軸力勾配係数
を第二章で誘導した等曲げモーメントを受ける無補剛梁の弾性横座屈荷重式に乗じることで勾配曲げモーメントを受
ける H 形鋼梁の弾性横座屈荷重式とした。そして，横座屈荷重式の精度について弾性固有値解析により検証した。次
に，勾配曲げモーメントを受ける梁の場合，補剛効果が最も高い補剛位置は部材中央である等曲げモーメントを受ける
梁と異なる。そこで，補剛効果が最も高い補剛位置を「最適補剛位置」とし，モーメント勾配に応じた最適補剛位置を
明らかにした。 
第五章では勾配曲げモーメントによって反曲点を持つ場合には補剛している上フランジだけでなく，下フランジにも圧
縮領域が存在するため，第四章と同様な手法（軸力勾配係数を三章で誘導した等曲げモーメントを受ける無補剛梁の弾性
横座屈荷重式に乗じる手法）は適用できない。そこで，補剛効果やモーメント勾配効果を力学的項目（梁の曲げ剛性，ね
じり剛性，補剛剛性など）の関係を明確にすること，補剛効果をできるだけ高い精度で評価することを目的とし，勾配曲
げモーメントを受ける無補剛梁の横座屈荷重に連続補剛による荷重の上昇分を加算することで勾配曲げモーメントを受
けるH形鋼梁の弾性横座屈荷重式とした。そして，横座屈荷重式の精度について弾性固有値解析により検証した。 
最後に，第四章及び第五章において，それぞれの補剛形式で弾塑性大変形解析を行い，補剛剛性，補剛位置，梁に作
用するモーメント勾配をパラメータとした弾塑性横座屈性状の相違を把握した。そして，図3に示すように弾性横座屈
荷重式を適用した修正一般化細長比を用いて，勾配曲げモーメントを受ける上フランジ補剛された H 形鋼梁の弾塑性
横座屈耐力が補剛剛性，補剛位置，梁に作用するモーメント勾配によらず設計指針の横座屈耐力曲線により評価できる
ことを明らかにした。 
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図 ３ 勾配曲げモーメントを受けるH形鋼梁の弾塑性横座屈耐力評価 
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